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実地指導等について
令和５年度

岐阜市福祉部指導監査課

資料1



•■内容
•Ⅰ 指導及び監査について
•Ⅱ 令和４年度の指導状況について
•Ⅲ 全国の指定取消状況等
•Ⅳ 今後の実地指導について



Ⅰ 指導及び監査について

• 指導とは？
■方針
・自立支援給付対象サービス等の取扱いの確認
・自立支援給付に係る費用の請求等に関する事項の確認
■形態
集団指導 ⇒【講習方式で実施します。】
実地指導 ⇒【面談方式で実施します。】
■指導の目的
「サービスの質の確保」 「自立支援給付の適正化」を図ることが
目的です。



Ⅰ 指導及び監査について

監査とは？
■目的
□ サービス提供や自立支援給付請求の不正や著しい不当の疑いが発

生した時に、事実関係を把握し、「公正」かつ「適切」な措置を
実施します。

■監査のきっかけ
□ 要確認情報（通報、苦情、相談等）
□ 実地指導で確認した情報
■監査方法は？
□ 報告、帳簿書類の提出・提示命令
□ 出頭要請
□ 職員による関係者への質問
□ 実地検査（事業所等での設備・帳簿書類その他の物件の検査）



Ⅰ 指導及び監査について

※特に悪質と認められる不正請求や虚偽報告、検査忌避等については、刑
事告発を検討します。



■実地指導実施件数 【障害福祉サービス事業】

事業名 件数 事業名 件数
居宅介護 ２０ 就労定着支援 ０
重度訪問介護 １９ 短期入所 ８
同行援護 ２ 共同生活援助 ６
行動援護 ３ 障害者支援施設 ３
療養介護 ０ 入所支援 ３
生活介護 ８ 一般相談支援 １
自立訓練 ０ 特定相談支援 ７
就労移行支援 ２ 障害児相談支援 ６
就労継続支援（A型） ５
就労継続支援（B型） １１ 合計 １０４

Ⅱ 令和４年度の実地指導状況について



事業名 件数 事業名 件数
移動支援 １５ 訪問入浴サービス １
地域活動支援センター ０ 日中一時支援 ５

合計 ２１

事業名 件数 事業名 件数
児童発達支援（センター） ０ 児童発達支援（ｾﾝﾀｰ外） １９
医療型児童発達支援 ０ 放課後等デイサービス ４２
居宅訪問型児童発達支援 １ 保育所等訪問支援 ３

合計 ６５

Ⅱ 令和４年度の実地指導状況について
■実地指導実施件数 【地域生活支援事業】

■実地指導実施件数 【障害児通所支援事業】



主な指摘事項
（障害福祉サービス事業、障害者支援施設及び地域生活支援事業）
①利用者・職員の秘密保持対策が不十分
⇒職員の業務上知り得た利用者等の秘密保持に係る誓約書が取り交

わされていなかった。

→在職中及び従業者でなくなった後においても利用者等の秘密を漏ら
すことがないよう、従業者等から誓約書等を徴するなどの必要な措置
を講じているか。

→秘密保持の誓約書について、全従業者の保管状況を確認する。

Ⅱ 令和４年度の実地指導状況について



主な指摘事項
（障害福祉サービス事業、障害者支援施設及び地域生活支援事業）
②運営規程、重要事項説明書、契約書の記載内容が不備
⇒運営規程と重要事項説明書の内容に齟齬がある。従業員の員数の

相違等。

→実態に即した内容であるか確認する。

→運営規程と、重要事項説明書・利用契約書に不整合がないか
確認する。

Ⅱ 令和４年度の実地指導状況について



主な指摘事項
（障害福祉サービス事業、障害者支援施設及び地域生活支援事業）
③介護給付費算定が不適切
⇒加算の算定に係る記録等が不十分

→福祉・介護職員処遇改善加算や欠席時対応加算等の各種加算を算定
している場合、算定要件を満たしているかを確認する必要があるため、
要件を満たしていることが確認できる記録を残す。

Ⅱ 令和４年度の実地指導状況について



主な指摘事項
（障害福祉サービス事業、障害者支援施設及び地域生活支援事業）
④防災対策が不十分
⇒避難訓練の未実施、記録が不十分。

→避難確保計画に基づく避難訓練の実施等、防災対策の充実及び推進
に取り組まれているか。

→非常時の避難体制について計画し、避難訓練を実施の上、記録
を残す。

Ⅱ 令和４年度の実地指導状況について



Ⅲ 全国の指定取消状況等

指定障害福祉サービス事業者等の行政処分（取消・効力停止）のあった
事業所数の推移【平成２９年度〜令和３年度】



Ⅲ 全国の指定取消状況等

指定取消・効力の停止処分のあった事業所数【サービス別】（令和３年度）



Ⅲ 全国の指定取消状況等

指定取消・効力の停止処分のあった事業所内訳【法人種類別】（令和３年度）



Ⅲ 全国の指定取消状況等

主な指定取消事由（令和３年度）



・障害福祉サービスを利用者に提供していないにも関わらず、提供したと
して、虚偽の書類を作成し、それに基づき、介護給付費等を不正に請求し
た。

・減算が必要であるにも関わらず、減算しないで介護給付費等を不正に請
求した。

・加算の算定要件を満たしていないにも関わらず、介護給付費を不正に請
求した。

・無資格従業者もしくは雇用契約を締結していないボランティアによる
サービス提供について、介護給付費等を不正に請求した。

Ⅲ 全国の指定取消状況等



・実際には配置見込みのない者を従業者として記載し、指定申請を行った。

・監査において、虚偽の報告書を提示し、また、虚偽の答弁を行った。

・監査において、虚偽の答弁を行い、監査中に書類を破棄し監査妨害を
行った。

・監査において、聴取対象職員を退勤させるなど、聴取調査を拒み、妨げ
若しくは忌避した。

・介護保険法の違反（介護保険法による指定取消処分）のあった事業所に
おいて一体的に提供している障害福祉サービスについても指定取消された。

Ⅲ 全国の指定取消状況等



給付費の不正請求の場合は、当該給付費を返還させるだけではな
く、40％加算した額を請求。

返還額が数億になる事例もある！！！

Ⅲ 全国の指定取消状況等



Ⅳ 今後の実地指導について

■今後の実地指導の実施について

実地指導対象事業所、施設へは指導日の１か月前には通知しますので、
通知が届きましたら、事前提出資料の提出をお願いします。

また、事業所、施設での滞在時間をなるべく短くしたいと考えていま
す。
通知に同封の当日準備資料の事前準備にご協力お願いいたします。



Ⅳ 今後の実地指導について

■実地指導 今年度の重点確認事項
【障害福祉サービス事業、障害者支援施設及び地域生活支援事業】
（※ただし、事業によって必要な事項のみ）

１ 利用者・職員の秘密保持対策は適切に行われているか。
２ 事業運営に必要な書類、諸規程等は適切に整備されているか。
３ 報酬請求等は適正に行われているか。
４ 避難確保計画に基づく避難訓練の実施等、防災対策の充実及び推進

に取り組まれているか。





GIFU CITY

事業所等運営に関する
基本的な事項について

（指定基準等）

資料２



GIFU CITY

既に義務化されているもの

項目 対象サービス 内容

障害者虐待防止
の更なる推進

全サービス ①研修の実施（年1回以上）
②委員会（年1回以上）の設置※，委員会
での検討結果を従業員に周知
⇒運営規程に記載が必要
③責任者の設置

身体拘束等の適
正化の推進

全サービス ①身体拘束等を行う場合には、その態様
及び時間、その際の利用者の心身の状況
並びに緊急やむを得ない理由その他必要
な事項を記録すること
②委員会（年1回以上）の設置※，委員会
での検討結果を従業員に周知
③指針の整備
④研修の実施（年1回以上）

※委員会を同時に開催し兼ねることが可能



GIFU CITY

令和6年4月に義務化されるもの
項目 対象サービス 内容

感染症対策の強化 全サービス ①委員会の開催
訪問系：6ヵ月に1回以上
訪問系以外：3ヵ月に1回以上

②指針の整備
③研修の実施
訪問系：年1回以上
訪問系以外：年2回以上

④訓練（シミュレーション）の実施
訪問系：年1回以上
訪問系以外：年2回以上

感染症・非常災害発
生時の業務継続に
向けた取組の強化

全サービス ①業務継続に向けた計画等の策定
＝業務継続計画（BCP）
②研修の実施
③訓練（シミュレーション）の実施



GIFU CITY

感染症対策の強化
（１）感染対策委員会の定期的な開催
◆事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策
を検討する委員会を設置すること。
◆定期的に開催（６ヵ月or３ヵ月に１回以上）すること。
感染症流⾏時期等を考慮して、必要に応じて随時開催すること。
◆結果を全従業者に周知すること。
◆構成員の責務及び役割分担を明確にし、専任の感染対策担当者を決めて
おくこと。
（２）指針の整備
◆感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。
◆平常時の対策と発生時の対応を規定すること。

※指針の整備等に係る詳細については次の厚生労働省HP
「感染症対策指針作成の手引き等について」を参照ください。
URL︓https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html


GIFU CITY

感染症対策の強化

（３）定期的な研修・訓練の実施
◆研修は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識の普及・啓発及び事業所
の指針の周知徹底を目的とする。
◆訓練においては、感染症の発生時に迅速に⾏動できるよう、事業所内の
役割分担を確認し、演習等を実施する。実施手法は、机上と実地を組み
合わせながら実施することが望ましい。
◆全従業者に対して実施すること。
調理や清掃の業務を委託している場合は、委託を受けている者に対して
も事業所の指針を周知すること。
◆定期的に実施（年に１or２回以上）し、新規採用職員には必ず実施する
こと。
◆研修・訓練の実施記録を作成すること。



GIFU CITY

感染症・非常災害発生時の
業務継続に向けた取組の強化

（１）業務継続計画（BCP）の策定
◆感染症に係る業務継続計画と災害に係る業務継続計画を策定すること。
※各項目の記載内容については、「障害福祉サービス事業所等における新
型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「障害福祉
サービス事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参
照してください。
※感染症及び災害の業務継続計画は一体的に策定しても構いません。

※業務継続計画の策定については厚生労働省HPにおいて、業務継続計画の
作成を支援するための研修動画及びガイドライン等が紹介されています。
自然災害編と新型コロナウイルス感染症編に分かれて掲載されています。
以下のWAMNETのホームページを参照ください。
URL:https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/dprevent/dprevent007.html

https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/dprevent/dprevent007.html


GIFU CITY

感染症・非常災害発生時の
業務継続に向けた取組の強化

（２）業務継続計画の周知及び定期的な研修・訓練の実施
◆研修において、業務継続計画の具体的内容を職員に共有すること。
◆訓練において、事業所内の役割分担の確認や、感染症や災害の発生時に
実践する支援の演習等を実施すること。
◆全従業者に対して実施すること。
◆定期的に研修及び訓練を実施（年１回以上）すること。
◆研修・訓練の実施記録を作成すること。
※感染症の業務継続計画に係る研修と感染症対策としての研修は兼ねるこ
とができる。

（３）業務継続計画の定期的な⾒直し
◆業務継続計画において、あらかじめ役割分担を明確にし、情報を正しく
把握した上で、意思決定者から指示できる仕組みが必要。
（例）各担当者を決めておく、連絡先を整理する、必要な物資を整理して
おく、事業所内で共有する等
◆研修・訓練で生じた課題を踏まえて、定期的に⾒直すこと



GIFU CITY

サービス管理責任者等実践研修の
受講に係るOJT期間について

通常2年以上必要であるが、①～③の要件を全て満た
す者が、OJT期間を「6ヵ月以上」とすることができる。

①サービス管理責任者等基礎研修の受講開始時にお
いて、サービス管理責任者等の実務経験要件を満たし
ていること

②障害福祉サービス等事業所・施設において、個別支
援計画（原案）作成業務に6ヵ月以上従事すること
（少なくとも10回以上原案を作成していること）

③②に従事するとして、指定権者に届出を行っているこ
と



GIFU CITY

サービス管理責任者等実践研修の
受講に係るOJT期間について

③②に従事するとして、指定権者に届出を行っているこ
と ※変更届

◆基礎研修修了者が実務経験（OJT）として2人目のサー

ビス管理責任者となる場合は、変更届により配置するこ
とを届け出ること。2人目サビ管の人員配置の取扱いは
以下の通知を参考にすること。
※令和5年11月15日付け岐阜市障がい福祉課長通知「基礎研修
修了者がOJTとして個別支援計画の原案の作成を行う場合の人
員配置の取扱いについて（通知）」



GIFU CITY

サービス管理責任者等実践研修の
受講に係るOJT期間について

◆実践研修の受講要件であるOJTについては、「サービ

ス管理責任者等基礎研修」及び「相談支援従事者初任
者研修講義部分」の双方を修了し、修了証の交付を受
けた時点から起算可能となる。

（例）令和4年10月に両研修修了証の交付を受け、その後実務と

して個別支援計画の原案を作成していた者がいた場合、変更日
を令和4年10月とした遡った変更届（提出日は提出時点の日付）
を提出することで、6ヵ月のＯＪＴとしての届出を受けたとして認め
る。そのため、令和5年3月以降（実際には本届出を提出して以降
すぐに）実践研修の受講が可能となる。
※本届出には作成した原案の写しを添付すること。



GIFU CITY

共同生活援助における
人員配置について

介護サービス包括型 日中サービス支援型 外部サービス利用型

世話人 常勤換算で利用者
数を6で除した数以
上

常勤換算で利用者数
を5で除した数以上

常勤換算で利用者
数を6で除した数以
上

生活支援員 常勤換算で次の①～④までに掲げる数の
合計数以上
①障害支援区分3に該当する利用者の数を
9で除した数
②障害支援区分4に該当する利用者の数を
6で除した数
③障害支援区分5に該当する利用者の数を
4で除した数
④障害支援区分6に該当する利用者の数を
2.5で除した数



GIFU CITY

共同生活援助における
人員配置について

◆人員配置を考える上での利用者数は、あくまで前年度の
平均利用者数等で考える。考え方は以下のとおり。

①当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月３１日
をもって終わる年度）の実績がある場合
→「前年度の利用者数の平均」を用いる。

②新設及び増改築等により、６月未満の実績しかない場合
→便宜上、「定員の90％」を利用者数とする。

③新設及び増改築等から、６月以上１年未満の実績がある
場合
→「直近６月における平均利用者数」を用いる。



GIFU CITY

共同生活援助における
人員配置について

◆人員配置を考える上での利用者数は、あくまで前年度
の平均利用者数等で考える。考え方は以下のとおり。

④新設及び増改築等から、１年以上の実績がある場合
→「直近１年間における平均利用者数」を用いる。

⑤定員増の場合
→便宜上、「定員増加後の定員の90％」を利用者数とする。

⑥定員減の場合
→定員減少後の実績が３月以上ある場合は、「3月の平均
利用者数」を用いる。



GIFU CITY

共同生活援助における
人員配置について

【留意事項等】

◆基準上必要な平均利用者数、世話人、生活支援員等を
計算できる表のデータを掲載している。（参考資料：GH計
算表を参照）

◆人員基準、加算等の要件が満たせているかを確認す

るために、毎月の職員の常勤換算は計算するようにしてく
ださい。その上で、毎月の請求を行ってください。



GIFU CITY

個別支援計画について

作成の流れ

ア
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GIFU CITY

個別支援計画について
【注意点】

①アセスメント
・個別支援計画作成前に行うこと
・サービス管理責任者が面接して行うこと
・面接日、意向など記録を残すこと

②個別支援計画の原案の作成

・相談支援事業所が作成するサービス等利用計画を反
映すること
※原案作成前に必ずもらい、保存すること
・作成した原案を残すこと



GIFU CITY

個別支援計画について

【注意点】

③担当者会議
・支援に当たる担当者等を招集して会議を開くこと
（テレビ電話装置等の活用も可）
・会議の記録（出席者、開催日等）を残すこと

④会議の結果を踏まえ原案を修正
・原案に対する意見を記録し残すこと
（原案に直接メモ、加筆したもので可）



GIFU CITY

個別支援計画について

【注意点】

⑤利用者等の同意を得て交付
・保護者、本人に必ず説明をし同意を得ること
・文書により同意を得ること

⑥モニタリング
・少なくとも6ヵ月に1回以上見直しを行うこと
・定期的に保護者、本人に面接すること
・記録を残すこと



GIFU CITY

運営上の注意点①

（１）運営規程について
・職員数、営業日・サービス提供日・営業時間等
実態に合わせて適宜変更してください
※変更届が必要ですので遅滞なく提出ください
※職員数の書き方について、実数ではなく以上表記

が可能になりました。
（例）生活支援員 １名以上とした場合、人数の増減が
あっても運営規程の表記自体には変更がないため、変
更届の提出が不要になります。

・掲示あるいは閲覧できる状態で置く必要があります。
変更した都度、更新するようにしてください。



GIFU CITY

運営上の注意点②

（２）転倒，転落防止策について
・事業所内に設置しているロッカー、鍵付き書庫等
倒れた場合危険なものは転倒防止対策を施して
ください。
・重いものを高い箇所に置いている場合は、転落防止
対策を施してください。

（３）ヒヤリハット、苦情について
・細かなものも含め、記録を残すようにしてください。
適宜、事業所内で共有し、再発防止に努めてください。



GIFU CITY

運営上の注意点③
（４）秘密保持の誓約、防犯カメラ等の同意について
・職員との秘密保持の誓約、防犯カメラ等を設置する
場合の本人、保護者の同意等、後々取っていないこと
が問題にならないように事前に取るようにしてください。
・原本は必ず事業所あるいは法人で保管してください。

（５）変更届、体制届等について
・市に提出する体制届や変更届等は、事業所内で必ず
データや紙で蓄積し、保存するようにしてください。
・特に体制届については、請求の誤りにも繋がりますの
で、最新の体制を常に把握するようにしてください。



GIFU CITY

運営上の注意点④

（６）定員の遵守について
・やむを得ない事情を除き、原則定員を遵守してください。
あくまで臨時的なものであり、慢性的に継続するもので
はありません。
※減算にならない範囲であれば定員を超えても良い
というわけではありません。

※定員を超過する場合、やむを得ない理由等、必ず
記録を残してください。

・新型コロナウイルス感染症に係る柔軟な取扱いは
変更がありました。今一度通知を読み返すなど、内容
について把握した上で運営してください。



GIFU CITY

運営上の注意点⑤

【参考となる通知】

令和5年5月1日付け

【岐阜市】新型コロナウイルス感染症の感染症法上の
位置付け変更後の「新型コロナウイルス感染症に係る
障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な
取扱い」等について

令和5年6月6日付け

【岐阜市】新型コロナウイルス感染症防止のための障
害児通所支援に係るＱ＆Ａについて



GIFU CITY

事業所等運営に関する
基本的な事項について

（報酬請求等）

資料３



GIFU CITY

介護給費等算定に係る体制等に関
する届出について

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるもの
に限る。）については、利用者や指定相談支援事業
所等に対する周知期間を確保する観点から、届出が
毎月15日以前になされた場合には翌月から、16日以
降になされた場合には翌々月から算定を開始するこ
とができます。
共同生活援助の住居追加や定員増に関しては、12
月に開始する場合、体制届は12月1日異動とし、変更
届と合わせて前月の11月15日までに提出をお願いし
ます。



GIFU CITY

加算等が算定できない状況が生じた場合又は加
算等が算定できなくなることが明らかな場合は、
速やかにその旨を届出てください。
また、この場合において届出を行わず、請求を
行った場合は不正請求となり、支払われた給付費
は不当利得となるので、事業所は過誤調整若しく
は返還措置を講ずることとなり、悪質な場合は指
定の取消や効力停止処分となります。

減算について



GIFU CITY

共同生活援助、短期入所
①生活支援員、世話人等の欠如

人員欠如減算について

欠如事由 減算対象期間

人員基準上必要とされる員数から1割を
超えて減少した場合（月単位）

翌月から解消されるに至った月まで減算日中サービス支援型共同生活援助で夜
間支援員が2日以上連続で欠如した場合
もしくは1月のうちに4日以上欠如した場
合

人員基準上必要とされる員数から1割の
範囲内で減少した場合

翌々月から解消に至った月まで減算



GIFU CITY

②訪問系サービスの人員欠如について

訪問系サービスの従業者の基準である常勤換算2.5
以上を割る場合や、必要なサービス提供責任者数
を配置できない場合、減算はありませんので、事業
の休止もしくは廃止のどちらかを検討し、届出てくだ
さい。



GIFU CITY

人員基準と平均利用者数の考え方

事業所開設からどれだけの期間経過しているかによって、いつからいつまでの利用者総

数をいつからいつまでの事業所開所日数で除するのか、違いがあります。

利用者総数
事業所

開所日数

÷

＝ 平均利用者数

注意

それぞれのサービスによって配置するべき人員の基準が決められており、
人員の充足を確認する方法として重要なのが、平均利用者数です。
平均利用者数に応じた人員を配置し適切な報酬区分で請求できているか、
毎月確認する必要があります。



GIFU CITY

①開設から6か月未満の事業所
→定員の90％を平均利用者数とします

②開設から6か月以上1年未満の事業所
→直近6か月の平均を平均利用者数とします

例

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

総利用者数 20 40 40 66 66 80 88 110 110 110 136 136
総開所日数 20 20 20 22 22 20 22 22 22 22 22 22

①の平均利用者数→ 10人×90％＝ 9人
R6年6月の時点②の平均利用者数→ 312人÷124日＝ ２．６人

R6年7月の時点②の平均利用者数→ 380人÷126日＝ ３．１人

小数点第２位切り上げ

R5.12.1開所の事業所 定員10人



GIFU CITY

③開設から１年以上で、同一年度の４月から３月実績のない
事業所 →直近１２か月の平均を平均利用者数とします

④同一年度の４月から３月の実績がある事業所
→前年度4月から3月の平均を平均利用者数とします

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

総利用者数 20 40 40 66 66 80 88 110 110 110 136 136
総開所日数 20 20 20 22 22 20 22 22 22 22 22 22

R7年1月時点③の平均利用者数→ 1,118人÷256日＝ ４．４人

R7年4月時点④の平均利用者数→ 1,402人÷256日＝ ５．５人

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

総利用者数 136 136 140 154 154 160 176 198 220 220 220 220
総開所日数 20 20 20 22 22 20 22 22 22 22 22 22

例 R5.12.1開所の事業所 定員10人



GIFU CITY

平均利用者数で確認する基準の例

共同生活援助 人員配置

共同生活援助サービス費（Ⅰ） ４：１

平均利用者数（ex:直近12か月平均） ３．２人

必要な世話人の常勤換算 ０．８以上

共同生活援助 夜間支援体制対象者数

平均利用者数（ex:直近6か月平均） ２．４９人→３人

小数点第2位切り上げし、
小数点第１位を四捨五入

従業者の休暇取得状況等によっては、基準を満たさなくなる
ことがあります。
毎月確認が必要ですので、ご注意ください。



GIFU CITY

福祉専門職員配置等加算は、
・資格保有者（介護福祉士、社会福祉士等）
・常勤職員
・勤続3年以上の常勤職員
の割合によって区分Ⅰ～Ⅲが変わります。
届出をした月以降も、区分の要件を満たしているか
毎月確認し、要件を満たさない、あるいは区分が変
わる場合は届出てください。

福祉専門職員配置等加算について



GIFU CITY

＜実地指導でよくある指摘事項＞
計画書の内容を雇用する全ての職員に対して周知し
ているか。
→口頭だけではなく、周知していることが客観的にわ
かる記録を残してください。会議録、周知文書等を実
地指導で確認します。
研修計画を立てているか（キャリアパス要件Ⅱ）
福祉・介護職員の職務内容等を踏まえ、福祉・介護職
員と意見を交換しながら、資質向上の目標及び具体
的な計画を策定し、計画に係る研修の実施又は研修
の機会を確保してください。

福祉・介護職員処遇改善加算等について



GIFU CITY

［注意事項］

・特定処遇改善加算Ⅰの配置等要件である福祉
専門職員配置等加算や特定事業所加算が算定
できなくなったときには必ず計画の変更を届け出
てください。

・処遇改善加算や特定処遇改善加算を算定する
場合は、算定予定も含めて障害福祉サービス等
情報公表システム（WAM NET）に記載、申請をし

てください。「サービス内容に関する事項」の中に、
算定の有無、職場環境等の要件の有無を選択す
る箇所があります。



GIFU CITY

指定障害児通所支援
事業所に対する
行政処分について

資料４



GIFU CITY

≪指定障害児通所支援事業所に対する
行政処分について①≫

 令和5年4月、岐阜市が指定する障害児通所支援事業所において、
指定取消処分を受ける事例が発生しました。

 障害福祉サービス事業者等は、
障害者総合支援法、児童福祉法、その他関係法令及び
関係通知等において定められた基準等を遵守し、
適正な事業運営及び報酬請求を行う必要があります。

⇒以下、本件概要について紹介しますので、各事業者におかれましては、
あらためて自らの事業の運営状況を振り返り、適正な事業運営や正確な給付費
の請求を図っていただくようお願いします。



GIFU CITY

≪指定障害児通所支援事業所に対する
行政処分について②≫

【岐阜市の事例】

（１）処分概要
①対象事業 ：放課後等デイサービス
②処分内容 ：指定の取消
③指定取消日：令和5年4月19日

（２）処分理由
①人員基準違反（児童福祉法第21条の5の24第1項第3号）
②不正請求 （児童福祉法第21条の5の24第1項第5号）
③虚偽の書類提出及び答弁 （児童福祉法第21条の5の24第1項第6号及び第7号）

※以下、処分理由について
説明します。



GIFU CITY

≪指定障害児通所支援事業所に対する
行政処分について③≫

 人員基準違反

・サービス提供時間を通じて、児童指導員等が2以上、配置されていなかった。

・常勤の児童指導員等が配置されていなかった。

・専任かつ常勤の児童発達支援管理責任者が配置されていなかった。

※職員の配置は、必要な人員基準を満たしていますか？

⇒勤務実績を出勤簿等で確認できるようにし、事業所においても確認を！

（法人代表者であっても、事業所の管理者や従業員として勤務する場合は、
勤務実績が確認できるようにしてください。）



GIFU CITY

≪指定障害児通所支援事業所に対する
行政処分について④≫

 不正請求

・算定に必要となる人員が揃っていない状況で、児童指導員等加配加算・福祉専門職
員配置等加算を適用し、障害児通所給付費を請求した。

・必要な職員を配置していない状況で、サービス提供職員欠如減算・児童発達支援管
理責任者欠如減算を適用せず、障害児通所給付費を請求した。

・サービスを提供していない日について、サービスを提供していたものとして、障害児
通所給付費を請求した。

※報酬の算定要件は満たしていますか？
減算対象となっているにもかかわらず、減算を適用せず請求していませんか？

⇒（給付費の水増し請求など）悪意のある不正請求だけでなく、
制度への理解が不十分なまま事業運営を行い、不適切な請求となった事案も、
行政処分の対象となる場合があります。



GIFU CITY

≪指定障害児通所支援事業所に対する
行政処分について⑤≫

 虚偽の書類提出及び答弁

・監査時に実際の勤務実態とは異なる虚偽の勤務実績表を提出し、
事実と異なる虚偽の答弁をした。

「障害福祉サービス等の適切な運営について（通知）」
（令和5年5月2日 岐阜市障がい福祉課長・指導監査課長 連名通知）

【岐阜市からの通知】

⇒あらためて自らの事業運営を振り返り、
適正な事業運営や正確な給付費の請求を図っていただくようお願いします。
（再掲）



GIFU CITY

共同生活援助に関する
利用者負担額等の受領について

資料５



GIFU CITY

≪共同生活援助に関する
利用者負担額等の受領について①≫

 事業者が、利用者から受けることができる費用は次のとおりです。

【便宜に要する費用】

サービス 費用の内容

共同生活援助 〇 食材料費
〇 家賃
〇 光熱水費
〇 日用品費
〇 日常生活においても通常必要となる費用であって、

利用者に負担させることが適当と認められるもの
・ 身の回り品として日常生活に必要なもの
・ 教養娯楽等として日常生活に必要なもの
（⇒ いずれも利用者の希望による）



GIFU CITY

≪共同生活援助に関する
利用者負担額等の受領について②≫

 留意事項 ①

≪参考≫

「障害福祉サービス等における日常生活に要する費用の取扱いについて」
（平成18年12月6日 障発第１206002 号）

ア 利用者から支払を受けた場合は、必ず領収証を交付してください。

イ サービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者に内容及び費用に
ついて説明を行い、同意を得てください。

ウ 徴収した額は適切に管理してください。
また、あらかじめ徴収した額に残額が生じた場合は、精算して利用者に残額を

返還することや、当該事業所の利用者の今後の費用として適切に支出する等に
より、適正に取り扱う必要があります。



GIFU CITY

≪共同生活援助に関する
利用者負担額等の受領について③≫

 留意事項 ②

【利用者負担額等の受領に関するNG例 （一例）】

 曖昧な名目による費用の受領を行っている。
（例： お世話料、管理協力費、共益費、施設利用補償金など）

 利用者から徴収する費用について、家賃、光熱水費、食材料費、日用品費等の
内訳が不明確。

 空き部屋の家賃を利用者に負担させるなど、運営規程に定められた金額と異な
る金額を徴取している。

 「その他の日用品費（身の回り品や教養娯楽費）」について、利用者の希望を確認
せず、すべての利用者に画一的に徴収している。



GIFU CITY

≪共同生活援助に関する
利用者負担額等の受領について④≫

【預り金の出納管理に係る費用 ①】

 責任者及び補助者が選任され、印鑑と通帳が別に管理されている。

 適切な管理が行われていることの確認が、複数により常に行える体制で出納事
務が行われること。

 利用者と保管依頼書（契約書）、個人別出納台帳などの必要な書類を備えており、
適正な出納管理が行われること。

⇒ ≪要件≫



GIFU CITY

≪共同生活援助に関する
利用者負担額等の受領について⑤≫

【預り金の出納管理に係る費用 ②】

⇒ ≪注意点≫

 出納管理に係る費用を利用者から徴取する場合は、積算根拠を明確にし、適切
な額を定めてください。

 取扱いに関する内部規程を整備してください。

 預り金の収支残高等について、定期的に利用者（必要に応じて家族等）に報告
してください。



GIFU CITY

≪共同生活援助に関する
利用者負担額等の受領について⑥≫

【厚生労働省の事務連絡について】

「グループホームにおける食材料費の取扱い等について」
（令和 5年 10月 20日 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 事務連絡）

⇒ 岐阜市からも、令和5年10月26日（岐阜市福障第622号）を通知

※ 事務連絡の主な内容を抜粋

食材料費のほか、光熱水費や日用品費についても、準じた対応が必要。



GIFU CITY

≪共同生活援助に関する
利用者負担額等の受領について⑦≫

「グループホームにおける食材料費の取扱い等について」
（令和 5年 10月 20日 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 事務連絡）

≪事務連絡の主な内容≫

・あらかじめ、サービス（食事等）の内容や費用について説明を行い、利用者の

同意を得る。

・運営規程に利用者から徴収する食材料費の額を定めること。

・利用者から徴収した食材料費を利用者の食事のために適切に支出せず、

残額を他の費目に流用することや、事業者の収益にすることは指定基準違反。

不適切な徴収については、「経済的虐待」に該当する可能性も



GIFU CITY

≪共同生活援助に関する
利用者負担額等の受領について⑧≫

「グループホームにおける食材料費の取扱い等について」
（令和 5年 10月 20日 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 事務連絡）

≪事務連絡より≫

食材料費として徴収した額については適切に管理するとともに、

結果としてあらかじめ徴収した食材料費の額に残額が生じた場合には、

精算して利用者に残額を返還することや、

当該事業所の利用者の今後の食材料費として適切に支出する等により、

適正に取り扱う必要があること。



【利用者数の算出について】
■ 参考までに算出シートを作成していますので、ご利用ください。

【原則ルール】
(1)

■ 「前年度の利用者数の平均」を用いる。

(2)
■ 便宜上、「定員の90％」を利用者数とする。

(3)
■ 「直近６月における平均利用者数」を用いる。

(4)
■ 「直近１年間における平均利用者数」を用いる。

(5)
■ 便宜上、「定員増加後の定員の90％」を利用者数とする。

(6)
■ 定員減少後の実績が３月以上ある場合は、「3月の平均利用者数」を用いる。

※共同生活援助における基本報酬である「共同生活援助サービス費（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）」等については、上記同様小数点第2位以下を切り上げて計
算するが、加算の一つである「夜間支援等体制加算」については小数点第1位を四捨五入して計算することとなっているため、注意が必要。

新設及び増改築等により、６月未満の実績しかない場合

【利用者数】＝【前年度の全利用者の延利用日数】／【前年度の開所日数】 ※小数点第2位以下を切り上げ

共同生活援助における報酬算定上満たすべき従業者の員数又は加算等若しくは減算の算定要件を算定する際の利用者数について

当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月３１日をもって終わる年度）の実績がある場合

定員減の場合

【利用者数】＝【定員減少後の延利用者数】／【定員減少後の３月間の開所日数】

【利用者数】＝【事業所の利用定員】×【９０／１００】 ※小数点第2位以下を切り上げ

【利用者数】＝【直近６月の全利用者の延利用日数】／【直近６月の開所日数】 ※小数点第2位以下を切り上げ

【利用者数】＝【直近１年間の全利用者の延利用日数】／【直近１年間の開所日数】 ※小数点第2位以下を切り上げ

定員増の場合

【利用者数】＝【定員増加後の事業所の利用定員】×【９０／１００】 ※小数点第2位以下を切り上げ

新設及び増改築等から、６月以上１年未満の実績がある場合

新設及び増改築等から、１年以上の実績がある場合



■平均利用者数算出シート（共同生活援助） ※色の付いたセルにのみ入力。その他は自動計算。

利用定員 名

支援区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 平均 合計

2以下 #DIV/0! 0

3 #DIV/0! 0

4 #DIV/0! 0

5 #DIV/0! 0

6 #DIV/0! 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ❶ 0

❷ 0

(0.00) × 0.00 ＝ 0.00

(0.11) × 0.00 ＝ 0.00

(0.17) × 0.00 ＝ 0.00

(0.25) × 0.00 ＝ 0.00

(0.40) × 0.00 ＝ 0.00

0.1
(0.25) × #DIV/0! ＝ 0.00

(0.20) × #DIV/0! ＝ 0.00

(0.17) × #DIV/0! ＝ 0.00

(0.33) × #DIV/0! ＝ 0.00

(0.25) × #DIV/0! ＝ 0.00

(0.20) × #DIV/0! ＝ 0.00
（注）

世話人の必要職員数

※該当する報酬区分を
右側のチェックから
選択してください。

年  月  日

令和  年  月 〜 令和  年  月

令和  年  月 〜 令和  年  月

平均利用者数の算出

サービス種別 共同生活援助 算出根拠期間

作成日

事業所名 適用年度

４：１

区分6の配置基準 ２．５：１

利
用
者
延
人
数

計

開所日数

平均利用者数 （❶／❷） #DIV/0!

生活支援員の必要職員数

区分2以下の配置基準 ０

区分3の配置基準 ９：１

区分4の配置基準 ６：１

区分5の配置基準

４．前年度（４月１日から翌年３月３１日まで）の実績がある場合は、前年度における平均利用者数を算定すること。

日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅲ)

４：１

５：１

６：１

３：１

４：１

５：１

共同生活援助サービス費(Ⅰ)

共同生活援助サービス費(Ⅱ)

共同生活援助サービス費(Ⅲ)

日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅰ)

日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅱ)

２．事業実績が６月以上１年未満である場合は、直近の６月間における平均利用者数を算定すること。
３．事業実績が１年以上である場合は、直近１年間における平均利用者数を算定すること。

１．本届出は、事業実績が６月以上である場合に作成すること。



■平均利用者数算出シート（共同生活援助）

利用定員 6 名

支援区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 平均 合計

2以下 0 0 0 0 0 0 0 0 31 31 28 31 0.3 121

3 30 31 60 62 62 90 93 90 90 93 82 90 2.4 873

4 30 31 30 62 62 60 62 60 59 60 55 60 1.7 631

5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0

合計 60 62 90 124 124 150 155 150 180 184 165 181 ❶ 1,625

30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 31 ❷ 365

(0.00) × 0.33 ＝ 0.00

(0.11) × 2.39 ＝ 0.27

(0.17) × 1.73 ＝ 0.29

(0.25) × 0.00 ＝ 0.00

(0.40) × 0.00 ＝ 0.00

0.6
(0.25) × 4.5 ＝ 1.13 FALSE

(0.20) × 4.5 ＝ 0.90 FALSE

(0.17) × 4.5 ＝ 0.75 TRUE

(0.33) × 4.5 ＝ 1.50 FALSE

(0.25) × 4.5 ＝ 1.13 FALSE

(0.20) × 4.5 ＝ 0.90 FALSE

（注）

（❶／❷） 4.5

利
用
者
延
人
数

作成日 令和4年9月1日

事業所名 岐⾩市グループホーム 適用年度 令和４年４月 〜 令和５年３月

サービス種別 共同生活援助 算出根拠期間 令和３年４月 〜 令和４年３月

平均利用者数の算出

令和3年4月から開所し、令和3
年度の実績ができた介護サービ
ス包括型の共同生活援助事業所
で、区分2以下が12月から1名、
区分3が4月から1名、6月から2
名、9月から3名、区分4が4月か
ら1名、7月から2名として想
定。

４：１

日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅲ) ５：１

１．本届出は、事業実績が６月以上である場合に作成すること。

６：１

区分5の配置基準 ４：１

区分6の配置基準 ２．５：１

計

開所日数

平均利用者数

世話人の必要職員数

※該当する報酬区分を
右側のチェックから
選択してください。

共同生活援助サービス費(Ⅰ) ４：１

０

区分3の配置基準

４．前年度（４月１日から翌年３月３１日まで）の実績がある場合は、前年度における平均利用者数を算定すること。

２．事業実績が６月以上１年未満である場合は、直近の６月間における平均利用者数を算定すること。

３．事業実績が１年以上である場合は、直近１年間における平均利用者数を算定すること。

共同生活援助サービス費(Ⅱ) ５：１

共同生活援助サービス費(Ⅲ) ６：１

日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅰ) ３：１

日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅱ)

９：１

区分4の配置基準
生活支援員の必要職員数

区分2以下の配置基準
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岐阜市サポートブックのご案内 
 

❤❤❤ サポートブックをご存知ですか？ ❤❤❤ 

サポートブックは、お子さんに関わる人にお子さんのこと

を知ってもらい、安心して社会生活を送ることができるよう

になるための支援ツールです。 

発達の気になるお子さんや、療育などの支援を必要とする

お子さんの特性や困りごとへの対応方法などを記録します。 

生まれてからの成長・発達の様子や、支援機関、保育所

（園）・認定こども園・幼稚園、学校、病院などでの相談・支

援の内容を整理しておくことにより、就学や進級などの際に

スムーズで切れ目のない支援が受けられるようにするととも

に、さまざまな生活場面で周囲の人に理解してもらうために

活用できます。 

 

❤❤❤ サポートブックの内容と使い方 ❤❤❤ 

サポートブックの内容は、９つの項目に分かれています。 

①発達やアレルギー等身体状況などの基本情報、 

②コミュニケーションに関すること、 

③福祉サービスの記録、④日常の様子、 

⑤集団生活の様子、⑥落ち着かないときの対応、 

⑦困ったときの記録、⑧相談と支援の記録、 

⑨保護者の記録 

お子さんの成長や発達に応じて、支援者に伝えておいたほうが良いと思うことを、書け

るところから少しずつ記入しましょう。一度にすべての項目を記入する必要はありません。

一度記入した項目でも、お子さんの状況に合わせて追加・変更しましょう。 

必要に応じて、ページの追加や取り外しができます。ポケットがついているので、母子

健康手帳や支援機関などからもらった資料を一緒に保管することもできます。 

サポートブックを見せることで、お子さんに関わる人（支援者）にお子さんの様子が伝

わりやすく、安定した支援を受けられるよう活用しましょう。 

 

 

 

 

 

サポートブックについてのご意見、ご要望やお問い合わせは 

岐阜市役所 障がい福祉課（相談係）まで 

〒500-8701 岐阜市司町 40 番地 1 

Tel：058（214）2572 ／ Fax：058（265）7613 
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サポートブックの用紙は、市ホームページからダウンロードをすることができ、

用途に応じて必要な用紙を追加してお使いいただけます。 

https://www.city.gifu.lg.jp/kenko/syougaisyafukushi/1004678/1004685/1004692.html 

１．岐阜市のホームページの

「健康・福祉」をクリック 

 

２．「障がい福祉」をクリック 

６．ＰＤＦ形式とＷｏｒｄ形

式の２種類から選択 

４．「障がい者理解の啓

発」をクリック 

３．「障がい者への理解」を 

クリック 

５．「岐阜市サポートブック

のご案内」をクリック 


